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長

総生産額（平成２９年度）

　茨城県中央の東部に広がる平坦な台地上に位置し，東は
太平洋に面し，海岸線がおよそ１３ｋｍ続いている。
　現在，市の東部では，北関東の総合的な発展を先導する
重要なプロジェクトであるひたちなか地区開発が進められて
いる。
　この開発では，北関東地域の中核国際港湾である茨城港
常陸那珂港区や国営ひたち海浜公園等の整備が進められ
ており，２１世紀に飛躍する「国際港湾公園都市」の実現を
めざしている。全職員数

党　派　別

うち一般行政関係

（人）

条例定数

議　　　　長

任　　　　期 令和5年10月31日

国民民主4人，自由民主3人，公明3人，日本共産2人，社会民主1人，立憲民主1人，無所属11人

③職員数（平成３１年４月１日現在）

25

普通会計関係

平成29年4月1日

現議員数

60,268

大谷　明

渡邊　政美

三瓶　武

就任回数47

人

区分

③人口・世帯数

女人
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合計
④機構図（令和２年４月１日現在）

地域手当
補正後

ラス指数
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平成１７年
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国勢調査
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＜行政組織＞

令和4年11月26日

872 893

期目

任 期

①長等（令和２年５月１日現在）

副市長

鈴木　一成

1

副議長

②議会（令和２年５月１日現在）

132,101

⑤老齢人口割合④有権者数（令和２年３月２日現在）

老齢人口割合
有権者数

155,689

64,57261,104

157,060

65,622

女

①生産・所得（平成２９年度）

154,610

77,419

常住人口

＜市長＞─＜副市長＞─
企　 画 　部─企画調整課,情報政策課
　　　│
市 長 公 室─秘書課,広報広聴課
総　 務 　部─総務課,人事課,財政課,管財課,那珂湊支所
　　　│
税務事務所─市民税課,資産税課,収税課
市民生活部─市民活動課,女性生活課,生活安全課,市民課,生涯学習課,
　　　　　　　　　スポーツ振興課
福　 祉 　部─国保年金課,介護保険課,健康推進課
　　　│
福祉事務所─地域福祉課,生活支援課，障害福祉課,高齢福祉課,
　　　　　　　　　子ども政策課，幼児保育課
経済環境部─農政課,商工振興課,観光振興課,水産課,環境保全課,
　　　　　　　　　廃棄物対策課
建　 設 　部─道路建設課,道路管理課,河川課,住宅課,下水道課
都市整備部─都市計画課,公園緑地課,建築指導課
　　　│
区画整理事業所―区画整理事業課,区画整理一課,区画整理二課,
　　　　　　　　　　　　那珂湊地区土地区画整理事務所
＜会計管理者＞─会計課
＜水道事業管理者＞─水道事業所─総務課,業務課,工務課
＜教育委員会＞─教育長─教育次長─
総務課,施設整備課,学務課,指導課,青少年課,中央図書館
＜議会＞
議会事務局
＜行政委員会＞
農業委員会事務局, 監査委員事務局,選挙管理委員会,公平委員会,
固定資産評価審査委員会

火葬場・斎場　公共下水道　ごみ
消防　退職手当　消防賞じゅつ金
交通共済　消防災害補償　非常勤公
務災害　市町村会館管理　滞納処分
等  農業共済

＜産業・経済＞

98.3

608

ラスパイレ
ス指数

平成２２年

公営事業
会計関係

平成28年4月1日 平成30年4月1日

913

全職員数
の  推  移 842

25.5

2,968

地域指定

平成6年11月1日　合併　那珂湊市　勝田市

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水　農業集
落排水　宅造　市場
駐車場）

都市開発

＜概要＞

①沿革

一部事務組合加入事業 公営企業
※令和２年３月31日現在



6,304

15,480

小規模化の進む平磯・磯崎・阿字ヶ浦
地区における小・中学校を統合し，令
和3年度開校に向けて小中一貫校を
新設する。8,041

20,281

集中豪雨に備え，床上・床下浸水被
害が発生するおそれのある地区に対
し，行政と企業と住民が一体となった
総合的な治水対策を行う。

(R2)

②今後の主要課題・特色ある行政等

医療と介護の一体的な提供に向け
て，「在宅医療・介護連携推進セン
ター」による相談体制の構築と多職種
間の情報共有の促進を行う。

名　　称

53

△ 384

2,800

47.1

0.2

義務的経費

△ 992

H25
～
R2

12,000災害に強い強靭な施設づくりのため，
上坪浄水場の更新工事を実施する。

9.3

・普通会計に関する主な指標

％

( 25.0 )

将来負担比率
在宅医療・介護
連携推進事業

連結実質赤字比率

実質赤字比率

14.2

8.6

24,675

6,743

12,606

うち繰入金

10.1

区分

△ 272

54,678,202

3,209,188

増減額

（百万円・％）

-

増減率

△ 477

△ 3,831

52,424,650

1,631,095

2,827,819

△ 2,053

△ 1,706

133

7,846

1.8

③主要指標（平成３０年度）

うち繰出金

百万円60,347地方債現在高（A)

財政力指数（令和元年度）

32915.3

(11.83 )-

95.9

29,617

[0.706]

[91.7]

-

50.4 ( 350.0 )

標準財政規模（令和元年度）

経常収支比率

[37.1]

％

実質公債費比率

％

認定こども園 ※１

図書館

△ 93.9 公営住宅

△ 3.3

△ 13.7

△ 35.4

△ 23.9

△ 11.2

△ 1.1

中学校 ※１

％汚水処理普及率公民館等

97.6上水道等普及率 ％

小学校 ※１

幼稚園 ※１

か所4

0

道路舗装率 77.7 ％

園 道路改良率 59.5 ％

88.8か所

戸

1

1,763

20

区分

市町村税合計
（国保除く）

固定資産税
（構成比）

38.9

4

）

）（ ）

）( 9.9

(）

99.0

[98.7]

39.0

98.4

[96.5]

9,555,686

か所

1

市町村民税・個人
（構成比）

9,628,723

か所

38.7

＜主要課題＞
　・市民の安全安心な暮らしを守るまちづくり
　・生涯を通じていきいきと暮らせるまちづくり
　・子育て世代に選ばれるまちづくり
　・地域経済の活性化とにぎわいのあるまちづくり
　・快適で機能的な住みよいまちづくり
　・市民とともに知恵と力を合わせたまちづくり
＜特色ある行政＞
　・安定ヨウ素剤の事前配布
　・公共交通の利用が困難な方に事業者が行う買い物等送迎事業の支援
　・様々なニーズに対応した子どもの遊び場や居場所づくり
　・お土産品開発や市内での宿泊促進に向けた取組の支援
　・ひたちなか海浜鉄道湊線の運行支援及び延伸に向けた取組
　・コミュニティ組織や自治会の活動・運営支援
　・マーケティング手法によるニーズや課題の抽出，施策への反映

百万円

R1
～

R10

中丸川流域にお
ける浸水被害軽
減プラン事業

[6.8]

(16.83 )

295

・健全化判断基準

その他の経費

上坪浄水場更新
事業

統合校建設事業

佐和駅東西自由
通路及び新駅舎
整備事業

14.2

H27
～

[15,286]

0.959

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

百万円

[5,524]

[7,235]積立金現在高（C)

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

債務負担行為支出予定額（B)

[23,829]

百万円

百万円

[25,539]

7,446

15,651

52,142

％

％

うち単独

2,875うち補助

38.7

4,492

7,469 H28
～
R5

862

公債費

52,425 －歳　　　出

△ 3,818

△ 1,852

△ 1,862

5.5

7,469

H27
～
R2

△ 2,253 △ 4.1

佐和駅東土地区画整理事業による東
口駅前広場の整備に合わせ，JR佐和
駅の東西自由通路及び新駅舎を整備
し，駅利用者等の利便性向上を図る。

△ 33.8

△ 33.9

△ 39.2

△ 29.3

か所

（百万円）

3.9

5.5 体育館

①主要施策実施状況

1.5

4.3

概　 算
事業費△ 3,829

25.8

24.0

1,064,260

国庫支出金

5,441

うち臨財債

13,999

地方債

△ 6.6

扶助費

人件費

普通建設事業費

投資的経費

か所

24,358

その他

構成比区　　分

984

14.5

54,056

45.1

10.2

12.9

（

98.6

98.8

[96.1]

24,701,183

38.7

9,437,656

[96.6]

△ 539

163

256

1,281

5,326
期間

24,358,447

3

内　　　容

＜主要施策等＞

3.2

7.3

9723 か所

児童館9 校

校

※１は令和元年度

プ－ル

歳　　入

1,063,956

①決算収支

実質単年度収支

②主な歳入・歳出（平成３０年度）

△ 1,630,799

△ 1,631,251

1,196,568

平成２９年度決算

57,887,390

単年度収支

形式収支

実質収支

歳　　出

54,055,745

市町村民税・法人
（構成比）

徴収率
[  ]は県平均値

(

か所

9.9

9,470,643

＜財政状況＞

－

地方交付税

地方税

2,412

歳　　　入

4.5

平成３０年度決算

病院・一般診療所

85老人福祉施設園16

保育所 ※１

決算額

＜公共施設整備状況＞（平成３０年度）

（

（千円・％）

-

（千円・％）

収入額

2,444,763 2,421,159

）

△ 4.1

-

増減率

④市町村税の状況（平成３０年度）

-

調定額
△ 6.6


